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Abstract The concept of innovation has continued to be heard in various places in the country. With regard to the concept of innovation, there is a 
sense that in recent years it has been taken as 'technological innovation' in the scope of the Japanese language. This is considered to be a misinterpre-
tation. The definition of innovation in this publication is "the phenomenon of creating new value that permeates society by discontinuously changing 
the practice trajectory of existing economic activities". The purpose of this paper is "to understand the nature of innovation in the context of architec-
tural production and to organise ideas for the future development of architectural production". To date, surprisingly little discussion of innovation has 
taken place in the field of architectural studies. This would suggest that no one may understand one wing of the industry with regard to its development. 
Therefore, this study aims to provide a minimal organisation of innovations in building production (planning, design, construction, maintenance, 
demolition, etc.). In particular, as innovation research is difficult from the standpoint of architecture alone, this study establishes the foundations for 
the construction of a systematic theory of innovation in building production, while integrating knowledge from architecture, business administration 
and technology management.  
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1  は じ め に  

ここ 10 年以上、国内ではイノベーションという概念を様々
なところで⽿にする状況が継続されてきた。まず、本稿におけ
るイノベーションの定義は、「既存の経済活動の慣⾏軌道を⾮
連続に変化させることによって、社会に浸透する新たな価値を
創出する現象」とする。本稿の⽬的は、「建築⽣産を対象とした
イノベーションの本質を理解し、これからの建築⽣産の発展の
ための考え⽅を整理すること」である。 

これまで、驚くほど、建築領域でイノベーションの議論が殆
ど⾏われてこなかった。これは、産業の発展に関する⽚翼を、
誰も理解していない可能性を⽰唆していることになる。そのた
め、ここでは、建築⽣産（企画・設計・施⼯・維持管理・解体
など）のなかでも⽣産活動の中⼼と考えられる設計と施⼯に重
⼼を置きながら、イノベーションについて、最低限の整理を⾏
うものである。特に、建築学の単独の視点からだけではイノベ
ーション研究は困難である⾯を考慮し、建築学・経営学・技術
経営学の知⾒を融合させつつ、建築⽣産におけるイノベーショ
ンの体系的理論構築のための礎の確⽴を⽬指すものである。 

イノベーションという概念については、近年、⽇本語の範囲
において 「技術⾰新」として捉えられていた感がある。これは、
以下のような理由で誤訳であると⾔わざるを得ないと考えら
れる。基本的に、この概念は、経済学者であった Schumpeter に
よってもたらされたものである[1]。Schumpeter は、直接 「イノ
ベーション」という⾔葉を流布させたわけではないものの、経
済活動の慣⾏軌道の変更が経済を発展させるという考え⽅を
明⽰している。これは、当時、活動の慣⾏軌道の変更を視野に
⼊れていなかった他の経済学的思想に対して、明確に異を唱え
たものであった。⾔い換えれば、経済的な活動の⾏動基盤を確
信していられる軌道内であれば、これまでの経験と知識で社会
や経済の発展に関しても⼗分対応できるが、世の中の進歩の動
きにはそれだけでは説明できないものが多く含まれるという
ことである。つまり、この考え⽅は、慣⾏軌道を⾮連続に変更
しながら経済が進歩する現象を捉えたものとなっており、この
現象が社会メカニズムの発展に⼤きな影響を与えていること

を指摘したものである。また、Schumpeter は、このような社会
や経済を発展させる流れについての事例として、⾺⾞から鉄道
に変わった局⾯を紹介している。これは、このような発展に対
して、⾺⾞を運営する事業体がこれまでの経験や知識では全く
乗り切ることができない点を説明し、今⽇でいうイノベーショ
ンの概念を明⽰しているのである。逆に、⼩規模農業から⼤規
模農業への移⾏は、組織化や機械化が⾏われていくことになる
ものの、⾏動基盤を確信していられる範囲、軌道内でこれまで
の経験と知識で局⾯ごとに対応していくことができたとされ
ている。そのため、俯瞰的にみるとこのような２つの流れが両
輪となり、社会や経済が発展することが理解されることになる。 

また、慣⾏軌道の変更は、実際の経済活動の中では、以下の
ような 5 つの要素を含んでいると指摘されている[1]。 
・新しい商品の開発 
・新しい⽣産⽅式の導⼊ 
・新しい販路や市場の開拓 
・新しい材料供給源の獲得 
・新しい組織の形成 

ここでわかるように、このイノベーションの概念は、技術⾰
新と捉えられる範囲に限られることなく、市場の開拓や、材料
や部品の供給減の獲得、そして組織の刷新などを含むものであ
ると考えられる。また、近年では、マネジメントや戦略の⾮連
続的な刷新なども対象とする考え⽅が指摘されている[2]。また、
その対応⽅法に関する指摘もなされてきた[3]。 

このようなイノベーションについて、ここ数年来、国内でも
多くの議論が⾏われてきた。しかし、その範囲や考え⽅は、全
ての対象で⼀様であったとは⾔えない。特に、産業領域や製品
領域に分けて考えた場合、かなり偏った結果となっている。 

本稿では、その中でも極端に議論や推進が少なかった領域の
⼀つとして、建築産業を取り上げていく。国内を中⼼に考察し
ていくが、建築産業は、世界中どの地域でも主要な産業分野で
あり、GDP においても⼩さくない割合を⽰す産業であるとい
うことが出来る。特に、国内において、建築産業でのイノベー
ションに関する議論は、⾏政、産業領域内、学術のいずれの範
囲においても、極めて少なかったといえる。そのため、ここで
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の試みは、⼀定の意味が⽣じるものと期している。 

2  イ ノ ベ ー シ ョ ン 理 論 と 建 築  

2.1 イノベーション理論の展開の概要 
ここでは、各領域や視点におけるイノベーション研究の概要

を⾒ていく。 
まず、つくり⼿の創造性が、イノベーションの⽣成に重要な

影響を及ぼしていることに⾔及している研究が少なからずみ
られる。つくり⼿の創造性がイノベーションの重要な決定要因
の⼀つであることは、異なる視点の複数の研究で指摘されてき
た[4,5]。最⼩の技術的進歩や漸進的な⾰新でさえ、つくり⼿の
創造性が重要であるという指摘もある[6]。つくり⼿の創造性が
なければ、どのような組織でも市場や社会のニーズに対応する
⾰新的なソリューションを開発することが困難であると考え
られている[7-9]。創造性とイノベーションの間の関係性につい
ての理解を深めるために、既往研究ではさまざまなレベルの分
析が進められてきた[10-12]。また、創造性に影響を与える組織
的および制度的要因をより詳しく調べた既往研究の知⾒も存
在する[13]。⼀⽅、ミクロレベルと組織レベルからの洞察を組
み合わせた創造性と⾰新のモデルの考察については、複数の既
往研究が存在する[14-18]。 
つくり⼿の視点以外にも、多くの視点が既往研究で展開され

ている。開発のアプローチが出現した時間的起源と⽂脈を議論
し、製品等が創出される流れを追ったものや[19-21]、イノベー
ションや技術⾰新におけるユーザーの役割を議論したものな
ど[22-23]、様々な考察が存在している。このような局⾯は、対
象となる製品やサービス分野によって異なる議論が⽣じ、注⽬
する⽴場によってさまざまな議論を引き出すことになる。 
ここでは、このような多くの議論を参照しながら、建築分野

の⽣産という具体的な対象を前提にし、出来るだけシンプルな
体系化をしながらまとめていきたい。それにより、これまで⾒
たことの無い、建築産業のイノベーションの世界を初めて描き、
必要な知⾒を率直に得ることが出来る内容としていく。 

2.2 建築におけるイノベーションの認識 
前述のように、建築⽣産分野では、イノベーションについて

の認識や理解が、全くと⾔ってよいほど進んでいない。建築以
外の他産業では、このイノベーションの側⾯が認識され、発展
してきている事例が多い。例えば、iPhone などのスマートフォ
ンは、携帯電話の機能に留まらず、携帯電話のデザイン、SNS
などの新しいコミュニケーションの取り⽅、⾳楽や映像の楽し
み⽅、コンテンツや様々なものの買い⽅などを⼤きく変え、ア
プリケーションを加えていくことによる持ち主独⾃の世界を
創り出すことが出来るようになり、爆発的なヒットとなった。
また、IBM はスマーター・プラネットという考え⽅を掲げ、地
球上の多くのものが結び付き始めていることを指摘し、無駄を
排除した理想化のため合理的に関係づける考え⽅を⽰し、スマ
ート・グリッドをはじめ多⽅⾯に膨⼤な影響を及ぼしている。
これらは、広くイノベーションという概念で認識されており、
建築産業の領域には⾒当たらない事例と⾔える。 
しかし、建築産業では、そのような意識は殆ど無かったため、

考え⽅や着⽬すべきポイントが明確になっていないが、イノベ
ーションにあたる内容が皆無であったとは考え難い。実際にイ
ノベーションと⾒なすことが出来る⾏為や活動を実践しても、
それらを整理することなく、意識もしてこなかったとすると、
感覚的な経験が残っているだけとなり得る。これでは、せっか
く創り出した新しい価値が広く浸透する可能性があっても、つ
くり⼿がその意味を理解せず、その後の的確な対応や判断が出
来ない可能性がある。事実、建築産業では、新しい価値が創出
されたと考えられる事例においても、業界慣⾏による表⾯的な
利益率の悪さなどから、かなり軽視されている⾼い技術も散⾒
される。そのため、せっかく創り出した貴重な空間や素材、考
え⽅やつくり⽅などが、⼀過的なものとなってしまう可能性が
懸念されることになる。 
別の⾓度から⾒ると、建築領域でも、いろいろなものが発展

していくのには、少しずつ「改善」をくりかえし、徐々に良く
なっていくことが考えられる。例えば、2 次元 CAD は、ここ
30 年ほど同⼀軌道の中で発展してきたと考えられ、合理的な使
⽤範囲が徐々に広がって作業効率が上がってきたと考えられ
そうである。また、材料の強度が徐々に向上していく場合など、
⼩さな「改善」を積み上げて対応していることが多いと考えら
れる。 
しかし、このような「改善」のパターンでは、対処できない

ケースも多く⾒受けられる。例えば、以下のような場合に、こ
のようなケースが少なからず⾒られることになる。 
・⼤幅な⼯期やコストの圧縮が必要な場合 
・今までに事例が無い仕様が望まれた場合 
・今までに無い素材の使い⽅をやりたいと思った場合 
・海外の企業や組織と共同作業をしなければならない場合 
このような場合、それまでのやり⽅や考え⽅に固執している

のでは対処が難しい場合が多く、それらを⼀新していく必要が
あることになる。 
逆に⾔えば、このイノベーションという考え⽅は、これらの

例を考えてみると建築⽣産業務では⽇常に試みられているこ
とである。つまり、前述のように、建築⽣産では、この考え⽅
は極めて当てはまりやすいものであり、すでに⻑きに渡って実
⾏してきたと考えることが出来る⾯も存在する。 

2.3 建築におけるイノベーションの可能性 
では、建築領域で、どのようにイノベーションを起こすので

あろうか。 
建築の⽣産活動の慣⾏の軌道内では、⾃分たちの考え⽅や知

識、経験などの⾏動の基盤に確信をしている。プロジェクトの
推進に際し、課題解決や想定外の事態への対応のために、周囲
との関係も持ちつ持たれつで相互調整を繰り返しながら進め
ていくことが、迅速性を保つことになり、合理的である。とこ
ろが、従来と全く違うものを創りだし、そしてそれを可能とす
るシステムを構築するには、これまでの作業や思考の流れに逆
らって進めていく部分が必要となる。 
この場合、これまでの経験や知識が、邪魔や障害となってし

まう傾向がある。特に、これまでの慣⾏を変更すると、設計や
施⼯をする内容に関する推察や洞察に苦慮することになり、な
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かなか完全に⾃信を持って対処⽅法をまとめていくことが困
難になる。そして、これまでの慣⾏の諸要素が頭に過り、まと
めた内容に関してネガティブな証拠となる様々な事項を並べ
ることになる。 

しかし、世の中が⼤きく変化しようとしているときに、設計
や施⼯の⼀部の業務の内容だけが変わらないでいることは、極
めて合理性を⽋き、説明することが困難なこととなりえる。ま
た、特別な条件やユーザー側からの新しい要望があった場合、
つくり⼿側としては、それに応えるために新しい考え⽅を検討
しなければならない局⾯も⽣じ得ることになる。 

Drucker の指摘[3]を参照すると、イノベーションを成功させ
るには、下記のような変化から機会を⾒出すことが重要である
ということである。 

a) 予期しないことが起こったとき 
b) 現実と理想がかい離する状況 
c) 業務を改善する必要性 
d) 産業特性や市場特性の変化 
e) 関係する対象⼈⼝構造の急激な変化 
f) 社会の⾒⽅や感じ⽅の変化 
g) 新しい知識や情報の出現 
このように、多くの局⾯にチャンスはあると⾔える。そのた

め、どのようにそのチャンスを⽣かすかが重要となってくると
も考えられる。それには、⼀⾔でいえば、リスク志向では難し
く、機会志向であることが極めて重要である[3]。機会を常にう
かがい、イノベーションを特別のものと考えすぎず、⽇常的な
業務の中に取り込んでいく必要があると⾔える。また、常に陳
腐化した内容、創造性が無くなった内容については的確な理解
をしていく必要がある。 

3  建 築 の イ ノ ベ ー シ ョ ン 事 例  

3.1 建築⽣産におけるイノベーションの主要因⼦の検討 
建築⽣産のイノベーションについては、そのプロセスの特性

を考えながら整理を進めていきたい。前章で、つくり⼿の創造
性の重要性と視点を置く⽴場による議論の可能性について、既
往研究の⽰唆によりイノベーションを認識するための重要な
因⼦であることを理解した。また、変化を伴う局⾯が機会とな
って、イノベーションを促進する可能性に触れた。ここでは、
このような内容に加え、建築がプロジェクト型の事業モデルに
よって⽣産されていく特性があることを考えていく。 

まず、つくり⼿の創造性を考えると、まさにイノベーション
を⽀える重要な要素であり、これがトリガーとなって新しい価
値が創出されることが想定されることになる。また、関与者と
しての⽴場によって、異なる可能性が⽣じ、様々なところに結
果が⽣じることが考えられることになる。本稿では、これらを
前提にし、つくられる対象の構成とつくるプロセスに着⽬する
ことを検討する。また、建築⽣産のプロジェクトの持つ⼀過性
と複雑性を前提にした場合、プロジェクトのマネジメントにも
着⽬していく必要性があると判断できる。これらより、次項で
は、3 つの範疇に分けて、建築のイノベーションの事例をみて
いく。 

3.2 建築のイノベーションの事例 
１）つくる対象の構成の⾮連続な進化 
【事例：カーテンウォール】 

ニューヨークの国連ビルは、第⼆次世界⼤戦直後に建てられ
たが、外装にそれまでの鋼製のものに代わり、アルミニウムを
使⽤したプレハブを⽤いており、カーテンウォールの始まりを
含意した建築物といえよう。そのころ、アルミニウムの加⼯技
術が向上し、安価で精度の⾼い押出し成型技術が可能となった。
これは、鋼製の組⽴てに関する⼿間よりはるかに⼯程が簡素に
なり、精度に加え、⼯期や価格においても優位となった。特に、
コルビジェによる基本設計に対し、実施設計段階で、技術を持
つ各企業と協⼒し、サッシ、⽅⽴てなどを⼯場で加⼯すること
によって合理化し、現在のカーテンウォール⼿法の基礎が確⽴
されたと考えられる。この⼿法は、ご存知のように、⽶国だけ
ではなく、⽇本をはじめ世界中で広まり、社会に広く浸透して
いったと⾔える。 

このような事例は、規模の⼤⼩と関係なく起こり得ることで
あり、素材や加⼯技術をはじめ、様々な周辺技術の進歩に⽀え
られたものであり、それらの情報の⼊⼿と企業間の協⼒が重要
となる。 
【他の事例】 

このパターンのイノベーションとしては、パソコンから電気
⾃動⾞まで⽣活を変化させるものの中で建築に関連する可能
性があるものに対し、建築⽣産の取り組みにより、意匠から構
造 ・設備の⾮連続な変化に当てはまる。例えば、設備⾯の事例
としては、電気⾃動⾞に関連する建築の内容として、電気⾃動
⾞のバッテリーを住宅地域全体の蓄電池として活⽤していく
考え⽅などがあげられる。その他、住宅⻑寿命化、家歴書、IT
を活⽤したセキュリティ等、様々な⽅向において可能性が考え
られる。このパターンで重要なのが、他産業からの情報収集と
その理解である。 
２）つくるプロセスの⾮連続な進化 
【事例：ユニットバス】 

60 年ほど前の東京オリンピック準備において、宿泊施設の
絶対数が⾜りない状況となり、全般的に⼯事の進捗を早める必
要性が⽣じた局⾯があった。そのような中、ホテル施設の⼯期
を⼤幅に短縮する⽬的で、現場でしか作られたことの無かった
⽔回りに関し、⼯場においてバスルームのパネル化制作を試み
たことがユニットバスが⽣み出された理由となった。その後、
国内の企業が⾼い技術や品質を発展させ、現在では極めて⾼い
普及率が達成されている。 

この事例は、建築産業側から他産業への誘導から始まったイ
ノベーションであり、⽬的は建築に設置するまでの⼤幅な⼯期
の短縮であった。そのため、いかに現場施⼯と⽐較して品質を
落とさないで新しい⽣産システムを構築するかが⽬標であっ
たため、現在の国内のメーカーの技術⼒は国際的にみても極め
て⾼い品質を達成している。 

この事例のように、建築産業から関係する製品、部品、素材
に対して影響を与えることによって、社会の中に浸透していく
ような内容がなし得る。ただし、上記の例はオリンピックの準
備で急いだという偶然性がきっかけとなっている。このきっか
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けを、戦略的に考えていくことが家電品や IT などの他産業で
は多く⾒られ、⼤きな価値を創り出している。 
【他の事例】 

このパターンのイノベーションとしては、プレコンなどのプ
レファブ化したものは基本的に当てはまる。また、それ以外で
も海外でユニット化や⼤きさなどの標準化をしている素材や
部品などを使⽤することによって、イノベーションをおこすこ
とができる可能性を持つことになる。 

別の視点では、⽣産作業そのものの物件に即した切り分け⽅
や、海外との協働にも新しい合理性を創る機会があると考えら
れる。 
３）つくるマネジメントの⾮連続な進化 
【事例：霞が関ビルプロジェクト】 

霞が関ビルは、基本的に国内で最初の超⾼層ビルプロジェク
トとして 1960 年代後半に進められたものである。これは、1959
年の東京駅の超⾼層化計画に端を発し、⾼層化による有効な⼟
地利⽤に適応する適正設計震度の研究などが進んだことに端
を発したもので、構造体の⾼層化を中⼼に国内では未経験なこ
とばかりであった。この時、多くの課題を次々に解いていくた
め、建設委員会という、施主、設計会社、施⼯者、関連企業、
⼤学教授など 100 ⼈近くの重役やエキスパートによる組織が
100 回以上召集された。この組織は、⽣産物（超⾼層ビル）に
対する技術的知識・理解が⼗分でないため、合理的に要素分割
することが困難な状況に対応していった（エレベータシャフト
の⾵切り⾳対策、太陽が当たっている⾯の湾曲に対する構造体
の墨出しの⼿法など）。各々の知⾒は、その後のプロジェクト
に明確に影響しているものが多い。また、プロジェクト後は、
⽣産システム（超⾼層ビルの建設）に対する理解がまとめられ
たことによって、各組織が独⽴した分業を実施できるようにな
り、現在の調達⽅式を築く基盤となった。 
【他の事例】 

現在の事例としては、基本的に全ての建築プロジェクトに多
かれ少なかれ含まれることと考えられる。各プロジェクトは、
独⾃の条件や⽬的があり、これまでの事例の組み合わせで解け
ない課題が⽣じることの⽅が⾃然であると考えられる。例えば、
東京スカイツリーも課題を持ちながら⾼さへの挑戦がなされ
た内容と⾔える。しかし、技術的なマネジメントの刷新もさる
ことながら、重要な点は、つくり⼿の技術のみならず、社会が
プロジェクトに対して注⽬したことであり、⼀つの社会現象を
起こしたと⾔える点である。これは、プロジェクトそのものに
社会が価値を感じるという現象を起こしたわけであるが、残念
なのは建築産業の中で対応⽅法が浮かばなかったことである。
効果的な対応があれば、より⼤きな建築側の発信による価値創
造できた可能性があったと考えられる。そのため、建築側とし
ては、外部から求められる情報を発信した点にとどまり、建築
側から魅⼒的な側⾯を外部に浸透させる動きなどは⾒いだせ
ない状況であった。このように、つくり⼿側の対処の仕⽅や考
え⽅も、イノベーションの浸透や確⽴に⼤きな影響を及ぼすこ
とを抑えておく必要がある。 

上記のように、このようなプロジェクトの課題は、プロジェ
クトの⼤⼩には関係ない。敷地が持つ難しい課題への対応、施

主要望による難しい課題、特殊な⽤途や仕様による課題など
様々なものがほとんどのプロジェクトに含まれる。ただ、そこ
での対処⽅法や知⾒が社会の中で価値を持つ可能性を追うか
追わないかは極めて⼤きな違いとなりえる。 

3.3 イノベーション事例の背景と影響因⼦ 
１）周辺技術の⾰新 

前章の事例を俯瞰すると、建築分野におけるイノベーション
の可能性は、⼩さなものから⼤きなものまで様々な様相であり
得る。ただし、「改善」として今までの考え⽅ややり⽅を踏襲す
れば可能な範囲と、イノベーションとしてこれまでの考え⽅や
やり⽅の⼀部を⾮連続に刷新する必要があることを、明確に分
けて整理しながら理解していくことが重要である。また、イノ
ベーションを起こすために、何をどのように変えていこうとす
るかという点と、どのような新しい価値を創出するのかという
点とを、意識しながら整理することによって、明確に⽅向性が
理解できるようになる。 

例えば、これまでになかった仕上⽅法を計画する場合、新し
い仕上げ材や下地そのものを考えたり（新製品の創出）、これ
までに依頼したことのない領域の専⾨業者に依頼したり （新し
い供給業者との提携）、新しい技術や⼯法を探したり（新しい
⽣産⽅式の考案）することが考えられる。また、それらの内容
に伴い、計画以後の新しい使⽤⽤途や使⽤範囲を考えたり （新
しい市場や流通先の検討）、どのように他の物件にも展開でき
るか考えたり （新しいビジネスモデルの創出）することが重要
になる可能性も⽣じることが考えられる。 

このように、対処する内容を整理して考えることによって、
無意識のうちに局所的な価値創造に終わらせるのではなく、広
く影響を及ぼす価値を⽣む機会に結び付ける可能性を⼤きく
することになる。 
２）つくり⼿の評価と使い⼿の評価 

イノベーションの定義にあるように、イノベーションを起こ
す場合、社会で認められる価値を創れるかどうかが重要である。
社会で認められる価値は、つくり⼿側が抱く価値の範囲と、使
い⼿が感じる価値の範囲の⼆つの範疇が考えられる。しかし、
これまでは、事例の通り、つくり⼿側の抱く価値の範囲だけが
⽬⽴っている傾向が認められる。 

このような点から、重要であると考えられるのが、使い⼿側
の視点で考えていくことである。特に⾒落としがちなのが、建
築物の使い⼿側 （施主、テナント、訪問者、管理者、近隣など）
がどのような基準でどのように評価をするかということを考
察してみる点である。つまり、つくり⼿は、品質や性能に関し
て、⾃分たちで決めた指標や基準に基づいて出来るだけ良いも
のを⽬指して作り込むことになるが、その内容は使い⼿には直
接関係しないものや興味がないものが多いと考える。使い⼿は、
⾃分が必要な内容、興味がある内容に対して注⼒し、また評価
を加えていくことになり、その評価が⾼いものに対して価値を
感じることになる。しかし、その⼆つの視点による評価は全く
異なる理由に基づいており、⼀致する評価レベルになるとは⾔
えない。例えば、つくり⼿の評価が⾼い公園やオープンスペー
スが使われず、評価が低い児童公園が地縁的コミュニティを誘
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発している事例などは、よく観察し、よく考察し、検討してい
く必要がある。 
３）建築を取り巻く技術と社会の変化 
なぜ、近年、このイノベーションという考え⽅が脚光を浴び

てきたかというと、基盤技術と呼ばれるコンピュータ技術や通
信技術が、⾶躍的に発展してきたことが根本的な原因の⼀部で
あると考えられる。これは、多くの製品やシステムに強い影響
を与え、⼀般的な社会での⽣活や価値観に⼤きな変化を及ぼし
始めている。例えば、⼀⼈ひとりがスマホを持ち、パソコンを
使い、インターネットが当たりまえになり、⼈々のコミュニケ
ーションの取り⽅までも変化してきている。これらの⼈々の⽣
活が変化しつつあることから、建築⽣産業務にどのような影響
が及ぼされるのか、慎重に考えていかなければならない。 
例えば、新エネルギー技術、IT、AI、そして通信技術などに

ついて様々な変化が起こっている。そして、住宅レベルでの新
エネルギーや地域レベルの蓄電池の活⽤や、住宅の各機能の⾃
動化などの概念などが取り上げられ、このような複数の他の技
術領域の進化に対応しながら、建築⽣産も進化していく必要性
が考えられることになる。つまり、周辺技術の変化は、建築⽣
産業務に徐々に影響を及ぼし始めていると考えられるという
ことである。 
⼀つの事例として、光ファイバー技術による通信のブロード

バンド化を挙げて考えてみよう。実は、かなり前から我が国に
おける光ファイバー網はかなり進んでおり、10 年以上前から
と⾔ってよいと思われるが、主要エリアについてはすでに幹線
道路を中⼼に殆どで設置済みである。しかし、現状の問題点は、
通信産業、通信技術の内容や情報が、建築産業や建築技術に伝
わっていないことである。つまり、どのように施主や顧客に説
明し、どのように設置していくか、ほとんど建築産業では誰も
対応できないことが問題である。そのような中で、2010 年 11
⽉に、NTT 東⽇本および NTT ⻄⽇本は、2025 年を⽬標に電話
機⽤メタル線を廃⽌し、光ファイバー化を基本とした⽅針を発
表した。これは、実質的には第⼆の地デジと考えるべき側⾯を
持った内容であったはずである。このような技術の変化は、建
築に求められる内容に対して極めて⼤きな変化をもたらす可
能性を持っている。現在議論されているものだけでも、映像情
報の配信、セキュリティシステムの刷新、学校や医療関係での
活⽤、緊急時・災害時における活⽤、複数建築物の⾼度⼀元管
理など様々な可能性が挙がっている。これらは、建築物の⽬的
の⼀部に少なからず影響を及ぼすものであり、施主の要望も
近々⼤きく変化していく可能性を表しているものである。 
また、膨⼤な情報が⾼速に流れ、AI が活⽤されながら、コン

ピュータが無尽蔵に出てくる情報を速やかに処理していく世
界に推移していくことにより、技術的に様々な可能性が⽣み出
され、建築にも影響を及ぼし始めている。近年、設備機器を中
⼼に建物ごとモニタリングして合理化を進める技術や、建物の
設備更新などの履歴を⼀元的に管理する家歴書の考え⽅が登
場してきた。 
注⽬を集めている新しい技術を使った住環境の整備につい

ての考え⽅として、スマートシティがある。これは、地域レベ
ルで合理化した交通・物流・エネルギー循環などを、IT を活⽤

して結びつけ、地域全体で理想的なエネルギー活⽤をしていく
考え⽅である。エネルギー⾯だけ考えても、これまでは、建物
単位でエネルギーの使い⽅を考えていく⽅向性しかなかった
ため、建築分野にとっては当然⼀つの建築に閉じた考え⽅しか
なく、すでに確⽴した⼿法がある。しかし、地域レベルでのエ
ネルギー活⽤という新しい考え⽅により、異なる主要⽤途の複
合化した建築についての考え⽅や、全体のシステムと個々の建
築との関係性など、建築⽣産にとって新しい知識や情報が必要
となってくる可能性が⾼い。⼀⽅、インターネットの普及を中
⼼に、多くの情報技術が発展してきている。そして、このイン
ターネットを利⽤した、様々な SNS などの新しいコミュニケ
ーションの⼿段が急激に普及し、社会全体に対し、広範囲に思
いもよらない結果を起こしている。注視する必要のある事例と
して、通信技術における双⽅向性という概念が挙げられる。こ
れは、すでに気付いている⽣産分野の関係者も多いと思われる
が、これまで専⾨知識を持たなかった住宅の施主等も、SNS な
どの使⽤経験から、様々な局⾯で情報発信が可能となってきた。
この場合、発信者が無尽蔵のように現れることになり、この種
の情報の持つ可能性は予期することが不可能と考えるべきで
あろう。これらのことから、スマートシティの概念では、エネ
ルギーだけでなく、情報流、物流、そして⼈の流れまで、コン
トロールする対象として議論が進んでいる。 
このように、建築⽣産を取り巻くさまざまな変化の中で、こ

れまでの知識や経験だけを拠り所とし、同じプロセスと同じ組
織だけで⽣産作業を⾏っていくことは、ある局⾯で無理が⽣じ
る可能性を含んでいると⾔えよう。つまり、これまでの慣⾏に
よって全てを執り⾏うのではなく、新しい慣⾏を創り、新しい
価値を創りだすイノベーションを起こす必要性について理解
しなければならない。 

4  ま と め  

本稿は、これまでほとんで進められてこなかった、建築領域
のイノベーション議論を展開したものである。本稿の中で⽰し
たように、イノベーションは建築の領域でも多くの事例があり、
これまでの領域の発展も、徐々なる進化と共に、イノベーショ
ンが⽚翼を担ってきたことが理解できたと考えられる。 
国内におけるイノベーション研究は、欧⽶の内容を追う形で

展開されてきたことが否定できない。そのために、欧⽶の事例
に基づく理論が学術領域の中⼼となり、また、それらは欧⽶の
社会メカニズムを基盤とする現象であったことは前提として
理解しなければならない。ただし、⽇本の産業界が創り出した
事業環境は、明らかに独⾃性がある。また、⽇本の組織体も、
世界レベルで顧みると⾼い独⾃性があると考えられる[24,25]。
特に国内の建築産業では、国際的にも⾼い技術的側⾯を内包し
ながら、⾼い品質を達成してきた⾯がある。これらは、どのよ
うな独⾃性があり、どのような理由で⾼い技術が達成できて来
たかを理解し、さらなる的確な発展に結び付けていかなければ
ならない。既往研究で、建築のつくり⼿側が持つ組織的能⼒に
ついての理解は進められてきた[26]。しかし、⾮連続性を持つ
イノベーションについての学術的な議論が⽋落していた⾯も
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あると考えられる。 
⼀⽅、特定の産業領域を中⼼にイノベーション研究が展開さ

れてきた⾯があることは、否定しきれない。⾃動⾞産業や電⼦
産業などが代表的なイノベーション研究の対象産業領域にな
るが、むしろ殆ど⼿がついていない社会的な活動領域は多いと
考えられる。有形の製品を開発する領域でも、本稿のターゲッ
トである建築産業や⼟⽊産業などは典型と考えられる。また、
ものをつくるプロセスを考えても、デザインや意匠性などの検
討など、感性に関する内容については、かなり研究が進んでい
ない⾯がある。しかし、このような内容は、学術的な議論が必
要でないと⾔い切る理由が⾒当たらず、むしろ積極的な姿勢が
求められるといえる。また、このような有形の製品だけでなく、
サービスやシステム、情報、ソリューションなど、⼈が創って
いく対象については、有形の製品と同様の議論が可能であると
考えられる。また、製品開発だけでなく、医学領域、法学領域、
芸術学領域、⾳楽領域などでも議論は可能であり、今後積極的
な学術としての姿勢が求められるのではないであろうか。 

本稿は、国内における多くの対象に関するイノベーションの
理解についての⼊り⼝に過ぎない。今後、様々な対象や領域に
ついて、広い視点から多くの議論を展開していくことが必要と
考えられる。少しでも多くの研究者が、この点について積極的
な活動をしていくことが望まれるのではないだろうか。 
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